
 

 

 

 

Ⅰ 沿  革 



  



1 水道事業の沿革

昭和25年 4月 水道事業計画の設計調査に着手

市議会に上下水道調査特別委員会を設置

8月 上下水道調査特別委員会において東京都水道局と協議の結果、都営水道として

事業を行うことは困難のため、市独自の事業として推進する方針を決定

事業計画の設計調査を都水道局に委託

26年 8月 事業計画の設計調査完了

12月 水道事業認可

27年 6月 臨時水道建設部を設置

28年 1月 水道建設工事着工（大野田小学校南側に深井戸築造、配水本管布設）

9月 臨時水道建設部庁舎新築工事竣工

29年 2月 給水条例制定

3月 給水工事受付開始

9月 第一浄水場竣工、第一給水区一部通水により業務開始

32年 3月 水道事業第１期事業変更（拡張事業）認可

33年 3月 保谷町と上水道分水に関する契約締結、隣接地区に給水業務開始

5月 第二浄水場建設工事着工

7月 水道部（庶務課、工務課）設置

34年 3月 第二浄水場竣工、第二給水区一部通水開始

35年 4月 給水条例改正（水道法制定に伴い全部改正）

10月 水道事業に地方公営企業法を適用

36年 7月 使用水量の増大と取水量不足のため朝夕の時間給水実施

三鷹市と応急分水に関する協定締結、赤十字病院南側の市境道路と三鷹駅西の

けやき橋に連絡管布設、日量2,000㎥受水

12月 水道事業第２期事業変更（拡張事業）認可

37年 7月 小金井市と応急分水に関する協定締結

38年 3月 三鷹市と応急分水に関する協定締結

39年 4月 隔月検針毎月集金実施

8月 区部の水不足のため、応急分水、分水総量46,613㎥

12月 料金収納に口座振替制度を採用

40年 3月 水道事業第３期事業変更（拡張事業）認可

4月 隔月検針隔月集金実施

41年 4月 第一浄水場配水池増設工事竣工、矩形4,465㎥

7月 東京都と臨時分水に関する協定締結、分水地点は吉祥寺東町２丁目先女子大通

り、日量1,500㎥受水

42年 3月 第二浄水場配水池増設工事竣工、矩形1,550㎥　円形3,000㎥

7月 東京都より第３期拡張事業に伴う受水開始、分水地点都境浄水場の東南玉川上

水の橋のところから第二浄水場へ、日量2,000㎥受水

43年 3月 第一浄水場配水池増設工事竣工、円形4,000㎥　第３期拡張事業のうち浄水場

施設計画完了

 6月 第一浄水場東京都より受水開始

44年 4月 水道料金の計算事務を民間委託（電子計算機処理）

45年 3月 水道事業第３期事業変更（拡張事業）完成

46年12月 東京都「多摩地区水道事業の都営一元化基本計画」を策定

47年 4月 水道料金改定、口径別料金体系を採用

7月 利根川水系渇水のため受水量15％制限

年　　月 事 項
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年　　月 事　　　　　　　　　　項

昭和49年 1月 水道部庁舎改築のため仮事務所へ移転

3月 保谷市と配水施設等譲渡並びに給水業務引き継ぎに関する契約締結

4月 水道料金改定

8月 水道部新庁舎竣工

51年 2月 水道料金改定

52年 2月 水道料金改定（従量料金のみ改定）

57年 4月 水道料金改定

58年 4月 水道料金改定

60年 7月 集金制度廃止

61年12月 電子計算システム導入

62年 7月 利根川水系渇水のため受水量制限、10％給水制限

10月 第一浄水場液化塩素注入方式から次亜塩素酸ナトリウム生成・注入方式に転換

平成 2年 4月 検針業務の民間委託

8月 利根川水系渇水のため受水量制限、10％給水制限

3年 9月 小規模受水槽クリーニング奨励金交付事務受託

4年 2月 第二浄水場液化塩素注入方式から次亜塩素酸ナトリウム注入方式に転換

6年 7月 利根川水系渇水のため受水量制限、夏期平均給水量の５～15％給水制限

7年 1月 水道料金改定

9月 第４水源掘替工事

8年2･3月 利根川水系渇水のため受水量制限、５％給水制限

3月 小規模受水槽クリーニング奨励金交付事務中止

4月 中止精算検針業務の民間委託

8月 利根川水系渇水のため受水量制限、５～15％給水制限

12月 東京都から水道事業の都営一元化の意向調査

9年2･3月 利根川水系渇水のため10％取水制限

4月 消費税率改正による水道料金改定

10年 3月 水道部庁舎耐震補強工事

4月 給水条例改正（水道法改正による指定給水装置工事事業者等の規制緩和）

11年 1月 安全対策として浄水場・各水源施設の強化及び監視システムを設置

3月 浄水処理方法の変更認可（第一、二浄水場）

水道事業の設置等に関する条例改正（変更認可に伴う給水予定人口の変更）

臨時分水制度検討会議の設置

4月 第二浄水場ポンプ運転管理業務の一部民間委託

9月 八幡町倉庫・資材置場の設置

12月 第一浄水場除鉄・除マンガンろ過装置を設置

　　12年 7月 東京都から水道事業の都営一元化の再意向調査

　　10月 コンビニエンスストアでの納付導入

13年 2月 第二浄水場除鉄・除マンガンろ過装置を設置

4月 第二浄水場ポンプ運転管理業務の全部民間委託

8月 利根川水系渇水のため10％取水制限、渇水対策本部設置

14年 4月 都営水道一元化基本計画終了に伴い、臨時分水から暫定分水への移行

10月 第28水源、第29水源取水開始(予備水源）

16年 2月 水源種別及び取水地点の変更認可

 9月 武蔵野市水道通水50周年記念事業の開催（６月～10月）

18年 6月 市道第16号線配水本管漏水修繕工事事故対策本部を設置

20年 4月 第一浄水場ポンプ運転管理業務の一部民間委託

－4－



年　　月 事　　　　　　　　　　項

平成21年 3月 水源の取水地点の変更認可

 7月 クレジットカード払い受付開始

22年 1月 暫定分水料金改定（二部料金制）

         4月 水道料金改定（基本料金のみ改定）

23年 3月～ 水道水における放射線物質の測定を実施

4月 水道料金改定（従量料金のみ改定）、料金収納業務の一部民間委託

第一浄水場ポンプ運転管理業務の全部民間委託

24年 4月 料金収納業務の全部民間委託

9月 利根川水系渇水のため10％取水制限、渇水対策本部設置

25年 4月 料金調定業務の全部民間委託

 7月 利根川水系渇水のため10％取水制限、渇水対策本部設置

10月 第一浄水場次亜塩素酸ナトリウム生成方式から次亜塩素酸ナトリウム注入方式

に転換

26年 1月 都営水道一元化に向けた課題整理等について東京都へ申し入れ

4月 消費税率改正による水道料金改定

給水装置申請業務の一部に人材派遣を導入

 6月 都営水道一元化について、東京都から請求の調査資料を提出

6月～11月 東京都による現地調査実施

27年 4月 給水装置申請業務の人材派遣を拡大

武蔵野市水道お客様センター開設

28年 6月 利根川水系渇水のため10％取水制限、渇水対策本部設置

31年 4月 暫定分水料金改定（三部料金制）

工事監督業務の一部に人材派遣を導入

令和元年 5月 都と市の関係部課長による、都営水道一元化に向けた「具体的な課題整理の

ための検討会」を設置

10月 消費税率改正による水道料金改定

2年 1月～ 水源における有機フッ素化合物（PFOS、PFOA）の測定を実施

3月～ 新型コロナウイルス感染症まん延に伴い、水道料金の支払猶予を実施

（～令和 4年 9月）

4年 12月 電気料金の高騰に伴い補正予算を編成
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２ 水道事業拡張等経過

区分 浄水処理方法の変更
 事項 及び事業計画変更

計 画 １ 日
最 大 給 水 量

計 画 １ 人 １ 日
最 大 給 水 量

昭和27年 4月～ 昭和32年 4月～ 昭和36年 7月～ 昭和40年 4月～ 平成11年 4月～ 平成16年 4月～ 平成20年 5月～
昭和33年 3月 昭和37年 3月 昭和38年 3月 昭和45年 3月 平成13年 2月 平成17年 2月 平成21年 3月

  深井戸26本
都からの分水

60kw　2台  60kw　4台 60kw　4台 75kw　7台
 4台  8台   40kw  2台  10台  40kw  4台  15台 16台   75kw   16台 同左 同左

30kw　2台 30kw　2台 30kw　2台 60kw　8台
ろ過機　　　8基

除 鉄 ・ 除 マ ン 鋼板製密閉式
同左 同左

ガ ン 設 備 処理能力
　32,700㎥／日

※東京都の認可を受けた時点の数値等を記載している。令和４年度末の計画給水人口は151,000人、計画１人１日最大給水量は447ℓである。

配 水 ポ ン プ

給 水 区 域

288,992千円 240,076千円 787,963千円

290,000千円　財 　　企業債

深井戸24本

120,173千円

同左

同左水 源

浄 水 場
配水池8池
19,195㎥

 97,464千円　源　 　その他

市内全域

深井戸25本
都からの分水

吉祥寺全域 市内全域 市内全域 市内全域

深井戸6本 深井戸12本

工事認可年月日

計 画 目 途 年 次

計 画 給 水 人 口

工 事 期 間

387,464千円

11,300㎥

250ℓ

工 事 費

昭和40年3月30日 平成11年3月18日昭和26年12月4日

昭和45年

45,000人 139,000人

昭和51年 昭和37年 昭和50年 平成20年

67,500㎥

 38,992千円  36,076千円  88,963千円 1,200千円

250,000千円 204,000千円 699,000千円 679,300千円

330ℓ 450ℓ 486ℓ

680,500千円

250ℓ

創　　　設 第１期拡張 第２期拡張 第３期拡張

配水池2池
2,875㎥

配水池4池
6,175㎥

配水池4池
6,175㎥

配水池8池
19,195㎥

22,600㎥ 27,225㎥ 67,500㎥

90,000人 82,500人 150,000人

昭和32年3月19日 昭和36年12月4日

深井戸27本
都からの分水

同左

水源の取水地点の
変更のののののの

平成21年3月23日

同左

同左

同左

水源の取水地点の
変更のののののの

同左

同左

171,660千円

171,660千円

同左

同左

120,173千円

 0 千円 0 千円

平成16年2月26日

同左

同左

同左
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Ⅱ 機  構 



  



総務課

水道部

工務係

工務課 給水係

浄水場係

2  事務分掌

総務課    （1）部内の人事、文書、財務及び庶務に関すること。

（2）工事の入札及び契約手続に関すること。

（3）水道料金その他収納金の調定及び徴収に関すること。

（4）他の課の所管に属しない事項に関すること。

（5）部内の経理に関すること。

（6）部内の企画調整に関すること。

（7）都営水道一元化に関すること。

工務課 工務係    （1）上水道施設の計画、調査及び研究に関すること。

（2）配水施設の新設及び改良工事、維持管理等に関すること。

（3）漏水対策に関すること。

給水係 （1）給水装置工事に関すること。

（2）指定給水装置工事事業者に関すること。

（3）貯水槽水道の指導に関すること。

浄水場係  （1）取水、導水及び浄水施設の新設、改良工事、維持管理等に

関すること。

（2）水質管理に関すること。

1  機 構
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3 人員配置表
（単位　人）

参事 副参事

職務名

2 1 1 2 2 8 2

工 務 係 2 1 1 2 6

給 水 係 1 1 1 3 1

浄水場係 1 1 1 3 1

2 2 2 2 3 6 2 1 20 4

※３月末日現在の人数。
※部長・参事は総務課、工務課長・副参事は工務係の計欄に含める。
※フルタイム再任用職員を含む。

4 職種別給与費

人

〔 〕

歳

年

計
会
計
年
度

任
用
職
員

区 分 年間支給額（千円） １人当たり月平均支給額（円）

事

務

職

員

職 員 数 6

基 本 給

職 層 名 主 事

部

長

課

長

課
長
補
佐

係

長

主

査

主

任

一
般
事
務

一
般
技
術

運
転
技
術

ポ
ン
プ

 所　　属

総 務 課

工
務
課

計

25,360 352,222

手 当 1,615 22,431

内

訳

超過勤務手当 1,056 14,667

特殊勤務手当

期 末 勤 勉 手 当 10,037 1,672,833

平 均 年 齢 38.5

平 均 経 験 年 数 14.1

0 0

そ 　の 　他 559 7,764

計 26,975 374,653
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人

〔 〕

歳

年

人

〔 〕

歳

年

人

〔 〕

歳

年

※ 期末勤勉手当欄〔　〕は、１人当たり年間支給額
※ 当年度において、会計年度任用職員（５人）の報酬として12,440千円を支給した。
※ 当年度において、会計年度任用職員（４人）の期末手当として2,004千円を支給した。
※ 当年度において、期末勤勉手当６月分（法定福利費を含む。）として25,895千円を支

給することとなったため、賞与引当金20,592千円を取り崩した。　　

区　　　　分 年間支給額（千円） 1人当たり月平均支給額（円）

技
　
　
術
　
　
職
　
　
員

職 員 数 14

基 本 給 76,163 453,351

手 当 7,773 46,268

内
　
訳

超過勤務手当 1,114 6,631

特殊勤務手当 0 0

期 末 勤 勉 手 当 29,979 2,141,357

平 均 年 齢 51.3

平 均 経 験 年 数 28.5

そ 　の 　他 6,659 39,637

計 83,936 499,619

そ
の
他
の
職
員

職 員 数 0

基 本 給 0 0

手 当

0 0

計 0 0

期 末 勤 勉 手 当 0 0

0 0

内
　
訳

超過勤務手当 0 0

全
　
職
　
員

職 員 数 20

基 本 給 101,523

平 均 年 齢 47.4

平 均 経 験 年 数 24.2

423,013

手 当 9,388 39,117

内
　
訳

超過勤務手当

特殊勤務手当 0 0

そ 　の 　他 7,218 30,075

2,170 9,042

特殊勤務手当 0 0

そ 　の 　他

平 均 年 齢

平 均 経 験 年 数

計 110,911 462,129

期 末 勤 勉 手 当 40,016 2,000,800
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